
ふくしまぐらし。×テレワーク支援補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 福島県（以下「県」という。）は、本県でのテレワーク及び暮らし体験の機会

の提供により、本県への移住促進及び関係人口の創出を図るため、県内のコワーキ

ングスペース等のテレワークが実施できる環境下でのテレワーク及び県内での生

活環境を体験した県外在住者等に対し、福島県補助金等の交付等に関する規則（昭

和４５年福島県規則第１０７号（以下「規則」という。）及びこの要綱に定めるとこ

ろにより、予算の範囲内で補助金を交付する。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

（１）テレワーク 

   情報通信技術を活用した場所や時間にとらわれない柔軟な働き方をいう。 

（２）雇用者 

   社会保険及び雇用保険の被保険者をいう。 

（３）個人事業主 

   特定の企業や団体、組織に専従しない独立した形態で、自身の専門知識やスキ

ルを提供して対価を得る者をいう。 

（４）コワーキングスペース 

   間仕切りのないオープンスペース、打合せ又はイベント等のスペース等を備え、

起業を目指す者又はビジネス利用等の利用者同士が施設の利用又はイベント

等を通じてコミュニケーション、ビジネスマッチングを図れる場をいう。 

（５）地域交流等 

   福島県の地域特性等の体験や福島県との関係深化を目的とする活動等をいう。 

 

（補助の対象及び補助額） 

第３条 対象事業は次の各号とし、事業内容、補助金の交付の対象となる者（以下「補

助対象者」という。）、補助対象経費、補助率及び補助上限額は別表第１に定めると

おりとする。 

（１）ふくしま“ロング・テレワーク”コース【長期】 

（２）ふくしま“ショート・テレワーク”コース【短期】 

２ 前項別表第１で定める補助対象者は、次の各号をすべて満たす者とする。 

（１）福島県暴力団排除条例（平成２３年条例第５１号）第２条第３号に規定する暴

力団員等又は同条第１号に規定する暴力団若しくは同条第２号に規定する暴力

団員と密接な関係を有する者でないこと。 

（２）禁固以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わらない者又はその刑の執行を受



けることの無くなるまでの者でないこと。 

３ 前２項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、補助対象事

業としない。 

（１）補助金の交付決定前に着手した事業 

（２）本補助金と併せて、同様の補助金等を他に受けている場合又は受ける予定の場

合 

（３）その他知事が不適当と認める場合 

 

（補助金の交付申請） 

第４条 規則第４条第１項の申請書は、第１号様式（補助金交付申請書）によるもの

とし、別表第２に定めた書類を添えて提出するものとする。その提出期限は、知事

が別に定める日とする。 

 

（補助金の交付決定） 

第５条 知事は、補助金の交付を決定したときは、規則第７条第１項の規定に基づき、

その内容等を補助対象者に通知するものとする。 

 

（事業内容の変更等） 

第６条 規則第６条第１項第１号の規定に基づき事業内容等を変更しようとする場

合は、別表第３に定めた書類を添えて、第２号様式（補助金変更承認申請書）を県

に提出しなければならない。ただし、次の各号に定める軽微な変更については、こ

の限りでない。 

（１）交付決定額の変更を伴わない補助対象経費の増額をする場合 

（２）交付決定額の減額が３０％以内である補助対象経費の減額をする場合 

（３）事業の主要な部分に重要な影響を及ぼさない変更をする場合 

 

（申請を取り下げることができる期日） 

第７条 規則第８条第１項に規定する別に定める期日は、交付の決定の通知を受理し

た日から起算して１０日を経過した日とする。 

 

（実績報告） 

第８条 規則第１３条の規定による実績報告は、第３号様式（実績報告書）によるも

のとし、別表第４に定めた書類を添えて提出するものとする。その提出期限は、知

事が別に定める日とする。 

 

（補助金の額の確定） 

第９条 知事は、前条の実績報告書の提出があったときは、その内容の審査及び必要

に応じて行う現地調査等により交付すべき補助金の額を確定し、交付対象者に通知



するものとする。ただし、第５条の規定により通知した補助金の交付決定額と同額

の場合は、通知を省略することができる。 

２ 前項において確定しようとする補助金の額に 1,000 円未満の端数が生じた場合

には、これを切り捨てるものとする。 

 

（補助金の交付の請求及び支払） 

第１０条 知事は、前条の規定により交付すべき額を確定した後に、補助金を支払う

ものとする。 

２ 補助対象者が前項の支払いを受けようとするときは、速やかに第４号様式（補助

金交付請求書）を知事に提出しなければならない。 

３ 知事は、前項の請求書の内容を審査し、支障がないものと認められるときは、請

求のあった日から３０日以内に支払うものとする。 

 

（交付決定の取消し等） 

第１１条 知事は、交付対象者が、次のいずれかに該当すると認めた場合は、補助金

交付決定の全部又は一部を取り消し、また、既に交付した補助金の全部又は一部の

返還を命ずることができる。 

（１）虚偽の申請その他の不正行為により補助金の交付を受け、又は受けようとした

とき。 

（２）規則又はこの要綱並びに関係法令に違反する行為があったとき。 

 

（会計帳簿等の整備等） 

第１２条 補助事業者は、補助金の収支状況を記載した会計帳簿その他の書類を整備

し、補助事業の完了日の属する会計年度の翌年度から起算して、５年間保存してお

かなければならない。 

 

（消費税及び地方消費税仕入控除税額の減額申請等） 

第１３条 補助事業者は、規則第４条第１項の規定に基づき補助金の申請をするに当

たり、当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費

に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和 63 年法律第 108

号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額及び当該金額

に地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）の規定による地方消費税の税率を乗じて得

た金額の合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）を減額して交付申

請しなければならない。 

  ただし、申請時において当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が明らか

でないものについては、この限りでない。 

２ 補助事業者は、規則第１３条の規定に基づき実績報告を行うに当たり、補助金に

かかる消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が明らかな場合には、当該消費税



及び地方消費税に係る仕入控除税額を減額して報告しなければならない。 

 

（消費税及び地方消費税仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第１４条 補助事業者は、補助事業完了後に消費税の申告により補助金にかかる消費

税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合には、速やかに仕入れに係る

消費税相当額報告書（第５号様式）を知事に提出しなければならない。 

２ 知事は、前項の報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控

除税額の全部又は一部の返還を命じることができる。 

 

（その他） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和５年４月１１日から施行する。 

２ この要綱は、令和６年４月１６日から施行する。 

３ この要綱の施行に伴い、ふくしま「テレワーク×くらし」体験支援補助金交付要

綱（以下「旧要綱」という。）は廃止する。ただし、この要綱の施行前に旧要綱及び

改正前の要綱の規定により、交付決定された補助事業に係る補助金の交付の方法と

その他取扱いについては、なお従前の例による。 

４ この要綱は、令和７年４月１５日から施行する。 

  



別表第１（第３条関係） 

１ ふくしま“ロング・テレワーク”体験コース【長期】 

事業内容 年度内に延べ 30泊～90泊、本県に滞在（分割滞在可）し、コワーキングス

ペース等でのテレワークや地域交流等を目的として実施するとともに、生

活環境を体験する際の費用の一部を補助する事業。 

補助対象者 以下の(1)～(3)のすべてに該当する者。 

(1) 本県への移住又は本県との二地域居住を希望・検討する者であって、移

住（二地域居住）を視野に入れ、「ふくしまぐらし相談センター」に「移

住相談」（※）をしていること。 

(2) ふくしまファンクラブの会員であること。 

(3) 以下のいずれかに該当すること。 

ア 福島県外在住の雇用者（正規及び非正規は問わない） 

イ 法人（体験者は県外在住者かつふくしまファンクラブの会員に限る。） 

ウ 福島県外在住の個人事業主等 

(※)「ふくしまぐらし相談センター」での相談は、対面又はオンラインで

の対応が可能であり、「相談受付カード」を作成していることが条件。 

○ふくしまぐらし相談センター 

〒100-0006 

東京都千代田区有楽町 2-10-1東京交通会館 8F 

認定 NPO法人ふるさと回帰支援センター内 

連絡先：03-6551-2989 

補助対象経費 次に掲げる費用のうち、申請者が負担した額の合計額 

(1)本県に滞在している間の宿泊費 

(2)交通費（県内外間の交通費は、業務に関するもののみを対象とする。） 

(3)コワーキングスペース等の施設利用料 

(4)レンタカー代（燃料代、オプション料金は除く） 

補助率 補助対象経費の３／４ 

補助上限額 一人あたり３０万円 

その他 (1)事業実施期間は、当該年度の本事業の募集開始日から 3 月 13 日までと

し、事業実施期間内に延べ 30泊～90泊、連続又は分割して本県に滞在

すること。 

(2)滞在期間中に本県で実施するテレワーク勤務日数は、宿泊日数の６割以

上（端数切り上げ）とし、滞在期間中に本県で実施するテレワーク勤務

時間の合計は、テレワーク勤務日×３時間以上、とする。 

(3)滞在期間中、地域交流等を 15泊ごとに 1回以上実施し、その結果を報 

告すること。（例：30泊の場合 2回以上、90泊の場合 6回以上） 

(4) 当該コースについては、同一年度に１回のみ利用可能。 



 

 

 

 

 

 

(5) SNS 等で、県が別に定める要件を満たす方法を用いて、県内のテレワ

ーク環境や福島の魅力を発信すること。 

２ ふくしま“ショート・テレワーク”体験コース【短期】 

事業内容 短期間（２泊３日から１３泊１４日まで）、本県に連続して滞在し、コワー

キングスペース等でテレワークや地域交流等を目的として実施するととも

に、生活環境を体験する際の費用の一部を補助する事業。 

補助対象者 以下の(1)～(3)のすべてに該当する者。 

(1) 本県への移住、本県との二地域居住又は本県との継続的な関係性構築

を希望する者であること。 

(2) ふくしまファンクラブの会員であること。 

(3) 以下のいずれかに該当すること。 

ア 福島県外在住の雇用者（正規及び非正規は問わない） 

イ 法人（体験者は県外在住者かつふくしまファンクラブの会員に限る。） 

ウ 福島県外在住の個人事業主等 

補助対象経費 次に掲げる費用のうち、申請者が負担した額の合計額 

(1)本県に滞在している間の宿泊費 

(2)交通費 

(3)コワーキングスペース等の施設利用料 

(4)レンタカー代（燃料代、オプション料金は除く） 

補助率 補助対象経費の１／２ 

補助上限額 一人あたり１万円／泊 

その他 

 

 

    

 

(1) 滞在期間中に本県で実施するテレワーク勤務日数は、宿泊日数の６割

以上（端数切り上げ）とし、滞在期間中に本県で実施するテレワーク勤

務時間の合計は、テレワーク勤務日×３時間以上、とする。 

(2) 滞在期間中、２泊３日～５泊６日までの場合は１回以上、６泊７日～13

泊 14日までの場合は２回以上地域交流等を実施しその結果を報告する

こと。 

(3) 当該コースについては、同一年度に１回のみ利用可能。 

(4) SNS等で、県が別に定める要件を満たす方法を用いて、県内のテレワー

ク環境や福島の魅力を発信すること。 



別表第２（第４条関係） 

補助の申請に必要な添付書類を次のとおり定める。 

対象事業 添付書類 

１ ふくしま“ロング・テレ

ワーク”体験コース【長期】 

・テレワーク実施計画書（別紙様式１－１，１－２，１－３） 

 ※該当する様式を使用 

・滞在期間及びテレワーク実施期間計画書（別紙様式１－

４） 

・費用内訳書（別紙様式１－５） 

・事業の概要が分かる資料（会社パンフレット、業務委託契

約書、ポートフォリオ等） 

・開業届出済証明書の写し又は最新の確定申告書の写し 

※個人事業主等の場合のみ 

・申請者又は勤務者の居住地を証する書類（運転免許証、住

民票の写し等） 

・振込口座預金通帳等の写し（金融機関名、支店名、口座種

別、口座名義人、口座番号が確認できるもの） 

・その他、知事が別に定める書類 

２ ふくしま“ショート・テ

レワーク”体験コース【短期】 

 

 

別表第３（第６条関係） 

 変更申請に必要な添付書類を次のとおり定める。 

対象事業 添付書類 

１ ふくしま“ロング・テレ

ワーク”体験コース【長期】 

・費用内訳変更書（別紙様式２－１） 

・滞在期間及びテレワーク実施期間変更計画書（別紙様式２

－２） ２ ふくしま“ショート・テ

レワーク”体験コース【短期】 

 

 

別表第４（第８条関係） 

 実績報告に必要な添付書類を次のとおり定める。 

対象事業 添付書類 

１ ふくしま“ロング・テレ

ワーク”体験コース【長期】 

・事業実績報告書（別紙様式３－１） 

・滞在期間及びテレワーク実施期間報告書（別紙様式３－

２） 

・支払いを確認できる書類（領収書等）の写し 

・クレジットカードポイント等の付与額がわかる書類 

 ※クレジットカードによる支払経費が補助対象に含まれ

る場合のみ 

２ ふくしま“ショート・テ

レワーク”体験コース【短期】 



・事業期間中、テレワークにより事業活動したことが確認で

きる書類（業務委託契約書の写し等） 

 ※個人事業主等が申請する場合のみ 

・その他、知事が別に定める書類 

 





















 


















